
目標年度

電子決裁を検討する
とされている７項目
が全てデジタル・ガ
バメント中長期計画
に記載される

毎年度行う「公共
サービス改革基本方
針」の見直しに向け
た取組を推進し、公
共サービス改革法の
目的を達成するた
め、官民競争入札等
監理委員会の関与
の下、市場化テスト
の実施の在り方等に
関し、不断の見直し
を行うことにより、市
場化テストの良好な
運用を促進

2
終了プロセス等に移行した事業
の割合
　＜アウトプット指標＞

測定指標の選定理由、施策目標と測定指標の関係性（因果関係）
及び目標（値）（水準・目標年度）の設定の根拠年度ごとの実績（値）

（※2）

施策手段 基準年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

令和
３年度

56% 58% 60%

60%

　公共サービス改革法の趣旨・目的は、公共サービスの実施について、民間
事業者の創意工夫を反映させることにより、より良質かつ低廉な公共サービ
スを実現することにあるところ、官民競争入札等監理委員会の指摘・指導等
を踏まえ、市場化テストの実施の在り方等に関して見直しが行われた結果、
公共サービスの質の向上、経費削減等の良好な実施結果が得られた事業
については、終了プロセス等に移行することとなるため、当該終了プロセス
等に移行した事業の割合を指標として設定する。

　　　　　　55%
　　　 （216/390）
※216事業中、終了
プロセス186事業、新
プロセス30事業

基本目標【達成すべき目標及び目標
設定の考え方・根拠】

［最終アウトカム］：・行政運営の改善・効率化の実現
　　　　　　　　　　　　・行政の信頼性の確保及び透明性の向上
［中間アウトカム］：・ICTを活用した業務・システム改革が各府省において実施され、国民が受ける行政サービスの質が向上すること
　　　　　　　　　　　　・独立行政法人の共通的な制度が適正かつ円滑に運用されること
　　　　　　　　　　　　・行政手続制度、行政不服審査制度及び国の行政機関等の情報公開・個人情報保護制度が適正かつ円滑に運用されること

政策評価実施予定
時期

令和４年８月

年度ごとの目標（値）
施策目標 　　　　　　　　測定指標

（数字に○を付した測定指標は、主要
な測定指標）

基準（値） 目標（値）

主要な政策に係る政策評価の事前分析表（令和３年度実施政策）

政策
（※１）

名 政策１：適正な行政管理の実施

担当部局課室名
行政管理局（企画調整課、行政情報
システム企画課、管理官室）

作成責任者名

政策の概要
行政運営の見直し・改善を図るとともに、各省に共通する行政制度を管理することにより、行政の総合的かつ効率的・効
果的な実施を推進する。

分野【政策体系上の
位置付け】

行政管理局企画調整課長
山口　真矢
行政管理局行政情報システム企画課長
奥田　直彦
行政管理局管理官　水野　靖久

行政改革・行政運営

          　59%
　　　　（237/402）
※237事業中、終了
プロセス215事業、新
プロセス22事業

－

54%
平成

30年度

IT等を活用して
政府全体の行
政サービスの
向上を進めると
ともに行政運営
の効率化を実
現すること

各府省における業務
改革の取組の推進

1

電子決裁を検討するとされてい
る項目(６省庁７項目）※のうち、
具体的な内容が「デジタル・ガ
バメント中長期計画」に記載され
て継続的に取組が示されている
項目数

(※ただしシステムが整備済等
対応が完了したものは除く。)
　＜アウトプット指標＞

0
平成

30年度
令和

３年度

　　　　　　　　　　　　７項目全て記載済
　　　　　　　（各年度ごと進捗状況をフォロー）

※電子決裁を検討するとされている項目（６省庁７項目）：
電子決裁移行加速化方針の別紙１（電子決裁を検討する業務類
型等）のⅡ１（２）関係（膨大な紙の添付書類等があるもの（国民
からの申請等の行政手続に基づくものを除く。））及びⅡ２関係
（業務システムが文書管理システムに接続せず、独自の決裁機
能も持たない業務）に定められたもの。

　「電子決裁移行加速化方針」（平成30年７月20日デジタル・ガバメント閣僚
会議決定）に基づき、総務省は、各府省に提供している文書管理システムの
処理能力向上や使い勝手の向上に計画的に取り組むほか、各府省におけ
る電子決裁への移行の進捗状況の継続的な把握や、業務改革（BPR）を推
進する立場からの各府省の取組への支援を行うこととする（各府省の取組
の進捗に応じて、「デジタル・ガバメント中長期計画」の記載ぶりは変わり得
るもの）。
　加えて、中長期計画の改定と合わせて、総務省が必要な調査を行うなど、
各府省の取組について定期的にフォローアップを行うこととし、その結果は
デジタル・ガバメント閣僚会議に報告することとするとされている。
　なお、測定指標に※で記載のとおり、対応が完了した項目については、翌
年度の目標値からは除外する。

※「電子決裁移行加速化方針」（平成30年７月20日デジタル・ガバメント閣僚
会議決定）
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/denshikessai_housi
n.pdf

７項目全て記載済 ７項目全て記載済 -

（総務省R3－①）

モニタリング



各府省・各法人にお
ける制度運用の実態
等を踏まえ、明らか
になった課題等につ
いて対応を実施

各府省・各法人にお
ける制度運用の実態
等を踏まえ、明らか
になった課題等につ
いて対応を実施

各府省・各法人にお
ける制度運用の実態
等を踏まえ、明らか
になった課題等につ
いて対応を実施

各府省・各法人にお
ける制度運用の実態
等を踏まえ、明らか
になった課題等につ
いて対応を実施

・国立研究開発法人
の機能の一層の向
上と柔軟な業務運営
の確保及びガバナン
ス強化という課題に
対し、特例随意契約
制度における調達に
係る公正性確保のた
めのガバナンス強化
等の措置、同制度の
適用範囲や調達の
上限額についての見
直しを行うため、内
閣府と共同で検討会
（令和元年５月～令
和２年３月）を開催し
た。検討会の結果を
踏まえ、現在、同制
度の運用状況を踏ま
えた見直しに向け、
作業を行っている。
・独立行政法人の財
務報告のより一層の
活用という課題に対
し、独立行政法人の
連結財務諸表の活
用状況及び出資の
状況等を踏まえ、連
結財務諸表の作成
の目的や連結の範
囲等について、「『独
立行政法人会計基
準』及び『独立行政
法人会計基準注
解』」の改訂（令和２
年３月）を行った。
・平成30年度に改定
等を行った独立行政
法人の「目標策定指
針」及び「評価指針」
や、「独立行政法人
の事業報告に関する
ガイドライン」等につ
いて、主務省や法人
等における改定等の
趣旨の浸透・定着を
図るため、シンポジ
ウム（令和元年９月）
や説明会（同年10
月）の開催などを通
じ、周知に取り組ん
だ。

・特例随意契約制度
については、令和元
年度に開催した検討
会の結果を踏まえ、
制度を利用する法人
の拡大及び既に制
度を利用している法
人に係る上限額の引
上げ等を行うことと
し、「国立研究開発
法人の調達に係る事
務について」（令和３
年２月内閣総理大
臣、総務大臣決定）
を策定した。さらに、
制度の利用を希望す
る法人の規程類を公
正性確保のためのガ
バナンスが構築され
ているかとの観点か
ら内閣府と共同で精
査し、令和３年度か
ら制度を利用する法
人として６法人を定
めた。
・令和２年11月に企
業会計の監査基準
が改訂されたことを
踏まえ、令和３年３月
に「独立行政法人に
対する会計監査人の
監査に係る報告書」
の改訂を行った。
・令和元事業年度よ
り新たに「独立行政
法人の事業報告に
関するガイドライン」
に基づく事業報告書
が、独立行政法人に
おいて作成、公表さ
れたため、事業報告
書についての記載状
況を把握するととも
に、事例集を作成
し、令和２事業年度
の事業報告書の作
成に当たっての参考
となるよう独立行政
法人に周知を行っ
た。
・新たな独法制度の
運用に係る実態把握
に向け、各主務省・
各法人向けのフォ
ローアップ調査を実
施した。（当該調査結
果の取りまとめ・公
表は令和３年度）

－

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決
定）における改革の目的として「大臣から与えられた明確なミッションの下
で、法人の長のリーダーシップに基づく自主的・戦略的な運営、適切なガバ
ナンスにより、国民に対する説明責任を果たしつつ、法人の政策実施機能
の最大化を図る」とされたところ、この改革の成果を発揮するためには、平
成27年４月以後の新たな独立行政法人の共通的な制度の運用実態及びそ
の課題等を適切に把握し、必要な対応をしていくことが求められていること
から、指標として設定。

令和
３年度

平成
30年度

平成30年度末の制
度の運用に係る課題
等の把握及びその
対応の程度の状況
【平成30年度末時点
において把握してい
る課題】
・独立行政法人会計
基準における連結財
務諸表部分の見直し
・特例随意契約制度
の見直し
・見直しを行った制度
の周知

独立行政法人の共通的な制度
の運用に係る課題等の把握及
びその対応の程度
　＜アウトプット指標＞

③

独立行政法人の共
通的な制度を運用す
るに当たっての課題
等の把握と対応

独立行政法人
の共通的な制
度の適正かつ
円滑な運用の
確保



平成26年６月に成立・公布された改正行政不服審査法関連３法のうち、平
成27年４月に改正行政手続法が、平成28年４月に改正行政不服審査法が
それぞれ施行された。
改正行政手続法については、新たに処分等の求めや行政指導の中止等の
求めが規定された。また、改正行政不服審査法は、公正性の向上、利便性
の向上の観点から旧行政不服審査法の仕組みを抜本的に見直した。
これらの制度を定着させることは、公正性、利便性の向上や救済手段の充
実・拡充を図るために重要であり、また、これらの制度を一般国民が利用し
やすくするためには、その受け手となる各府省や各地方公共団体が主体的
に担当者の資質の向上を図ることが肝要であると考えられることから、その
取組状況を把握し、情報提供を行うことを指標として設定。
なお、各機関の取組状況を把握する一環として、施行状況調査を実施して
いる。
（参考）各府省の取組状況の把握の例
　平成29年度公布の命令等に係る意見公募手続のうち、根拠法令の条項を
明示したものの割合　97.2％（970件/998件 行政手続法施行状況調査結果）
　平成29年度公布の命令等に係る意見公募手続のうち結果の公示を行った
案件について、結果の公示を命令等の公布の同日又はそれ以前に行ったも
のの割合　96.9％（960件/991件　行政手続法施行状況調査結果）
　審査請求の新規申立件数　平成30年度　64,088件（行政不服審査法施行
状況調査結果）
　上記のうち、同年度中に処理が終了した件数　23,858件（行政不服審査法
施行状況調査結果）

行政手続制度
及び行政不服
審査制度の適
正かつ円滑な
運用により、行
政運営におけ
る公正の確保
及び透明性の
向上並びに簡
易迅速な手続
による国民の
権利利益の救
済を図ること

各府省や各地方公
共団体の主体的な
取組を支援するた
め、取組状況を把握
し、研修・説明会等を
通じ必要な情報提供
を実施

④
行政手続制度、行政不服審査
制度の普及
　＜アウトプット指標＞

平成27年４月施行の
改正行政手続法及
び平成28年４月施行
の改正行政不服審
査法について、各府
省や各地方公共団
体における主体的な
取組を支援するた
め、取組状況を把握
し必要な情報を提供

平成
30年度

各府省や各地方公
共団体の主体的な
取組を支援するた
め、取組状況を把握
し、研修・説明会等
のあらゆる機会を通
じて、行政手続及び
行政不服審査制度
の円滑な運用につい
て必要な情報の提供
を実施

各府省や各地方公
共団体の主体的な
取組を支援するた
め、取組状況を把握
し、研修・説明会等
のあらゆる機会を通
じて、行政手続及び
行政不服審査制度
の円滑な運用につい
て必要な情報の提供
を実施

国の行政機関等における情報
公開制度において、期限内（※）
に開示決定等がされたものの
割合（行政機関及び独立行政
法人等）

※　原則30日以内。延長した場
合には延長期限内

　＜アウトプット指標＞

行政機関 ：100％
独立行政法人等：
99.7％
【算定根拠】
・行政機関：期限内
128,538件、期限超過
53件（100％）
・独立行政法人等：
期限内7,436件、期限
超過25件（99.7％）
※小数点第二位四
捨五入

平成
30年度
(29年度
実績値）

各府省や各地方公
共団体の主体的な
取組を支援するた
め、取組状況を把握
し、研修・説明会等
のあらゆる機会を通
じて、行政手続及び
行政不服審査制度
の円滑な運用につい
て必要な情報の提供
を実施

令和
３年度

各府省や各地方公
共団体の主体的な
取組を支援するた
め、取組状況を把握
し、研修・説明会等
のあらゆる機会を通
じて、行政手続及び
行政不服審査制度
の円滑な運用につい
て必要な情報の提供
を実施

各府省及び各地方
公共団体に対する行
政手続法及び行政
不服審査法の施行
状況調査、各機関か
らの質問・照会、意
見交換（２回）等によ
り取組状況を把握
し、国や地方の実務
担当者等を対象とし
た研修・説明会（５
回）等を通じて、制度
の円滑な運用につい
て必要な情報の提供
を実施した。

各府省及び各地方
公共団体に対する行
政手続法及び行政
不服審査法の施行
状況調査、各機関か
らの質問・照会、意
見交換（1回）等によ
り取組状況を把握
し、国や地方の実務
担当者等を対象とし
た研修・説明会（2
回）等を通じて、制度
の円滑な運用につい
て必要な情報の提供
を実施した。

－

100%
令和

３年度

100%

平成
30年度

平成30年度値
を上回る

令和
３年度

職員研修により、情
報公開制度の趣旨
及び内容等の徹底を
図ること

6

国の行政機関等の職員に対す
る情報公開制度の運用に関す
る研修における理解度等の割
合
　＜アウトプット指標＞

参加機関等数：708
参加者数：1,254人

理解度：76.6％

開示請求件数が増加傾向にある現状を踏まえて、行政機関等の保有する
情報の迅速な開示の観点から、期限内（原則30日以内。延長した場合には
延長期限内）に開示決定等がなされることが、行政の信頼性及び透明性の
向上に資すると考えられるため、期限内に開示決定等がされたものの割合
について指標及び目標値を設定（平成29年度実績値を基準として目標値を
設定）。

行政機関：100％、
独立行政法人等：
99.7％
【算定根拠】
・行政機関：期限内
138,810件、期限超過
42件（100％）
・独立行政法人等：
期限内7,499件、期限
超過26件（99.7％）
※小数点第二位四
捨五入
(平成30年度実績値）

行政機関：100％、
独立行政法人等：
99.9％
【算定根拠】
・行政機関：期限内
160,481件、期限超過
65件（100％）
・独立行政法人等：
期限内7,964件、期限
超過8件（99.9％）
※小数点第二位四
捨五入
(令和元年度実績値）

－

100% 100%

施行状況調査の実施等により行政機関等における制度運用状況を把握し、
その結果を踏まえ、情報公開・個人情報保護制度の運用に関する研修会を
通じて制度の適正かつ円滑な運用を徹底することにより、各行政機関等に
おける情報公開制度の円滑な運用が図られるものとして、指標及び目標値
を設定（平成30年度実績値を基準として目標値を設定）

参加機関等数：730
参加者数：1294人
理解度：78.2％（注）

（注）853人／1,091人。分
母はｱﾝｹｰﾄ回答者数

参加機関等数：237
参加者数：315人
理解度：85.7％（注）

（注）186人／217人。分
母はｱﾝｹｰﾄ回答者数

－

平成30年度値
を上回る

平成30年度値
を上回る

平成30年度値
を上回る

国の行政機関
等の情報公開・
個人情報保護
制度の適正か
つ円滑な運用
により、行政の
信頼性及び透
明性の向上、
国民の権利利
益の保護を図
ること

国民への説明責務を
全うするため、開示
決定期限の遵守の
徹底を図ること

⑤



※１　政策とは、「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成25年12月20日政策評価各府省連絡会議了承）に基づく別紙１の様式における施策に該当するものである。

※２　「年度ごとの実績（値）」欄の括弧書きの年度は、その測定指標の直近の実績（値）の年度を示している。

※３　前年度繰越し、翌年度繰越しの他、移流用増減、予備費での措置等を含む。

※４　測定指標は施策目標の達成状況が端的に分かる指標を選定しており、必ずしも達成手段と関連しないため「－」となることがある。

 ※５　総務省令和３年度行政事業レビュー（https://www.soumu.go.jp/menu_yosan/jigyou3.html）を参照　

注　事前分析表（令和２年９月公表）において、施策目標の達成状況をより正確に測るため新たに設定し追加した測定指標「各府省におけるデジタル・ガバメント中長期計画の見直し実施率」については、「各府省中長期計画は、今後、デジタル庁設置に向けた準備状況等を踏まえて改定する」（デジタルガバメント
実行計画（令和２年12月25日閣議決定））とされたため、削除する。

－

(1) 行政管理実施事業（昭和21年度） 1～7 ※５

令和
３年度

平成30年度値
を上回る

平成30年度値
を上回る

(3) 行政手続法(平成5年) 4
処分、行政指導及び届出に関する手続並びに命令等を定める手続に関し、共通する事項を定めること
によって、行政運営における公正の確保と透明性（行政上の意思決定について、その内容及び過程が
国民にとって明らかであることをいう。）の向上を図り、もって国民の権利利益の保護に資する。

(2) 独立行政法人通則法(平成11年） 3

独立行政法人の運営の基本その他の制度の基本となる共通の事項を定め、各独立行政法人の名称、
目的、業務の範囲等に関する事項を定める法律と相まって、独立行政法人制度の確立並びに独立行政
法人が公共上の見地から行う事務及び事業の確実な実施を図り、もって国民生活の安定及び社会経済
の健全な発展に資する。

(5)
行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律
（平成15年）

7
行政機関において個人情報の利用が拡大していることに鑑み、行政機関における個人情報の取扱いに
関する基本的事項を定めることにより、行政の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保
護する。

(6)
独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律
（平成15年）

－

(4) 行政不服審査法(昭和37年） 4
行政庁の違法又は不当な処分その他公権力の行使に当たる行為に関し、国民が簡易迅速かつ公正な
手続の下で広く行政庁に対する不服申立てをすることができるための制度を定めることにより、国民の
権利利益の救済を図るとともに、行政の適正な運営を確保する。

年月日 関係部分（抜粋）

- - -

政策の予算額・執行額
172百万円

（147百万円）
157百万円

（134百万円）
260百万円

政策に関係する内閣の重要政
策（施政方針演説等のうち主な
もの）

施政方針演説等の名称

(7)
行政機関の保有する情報の公開に関する法律
(平成11年）

5,6
国民主権の理念にのっとり、行政文書の開示を請求する権利につき定めること等により、行政機関の保
有する情報の一層の公開を図り、もって政府の有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされる
ようにするとともに、国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進に資する。

(8)
独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律
(平成13年）

5,6
国民主権の理念にのっとり、法人文書の開示を請求する権利及び独立行政法人等の諸活動に関する
情報の提供につき定めること等により、独立行政法人等の保有する情報の一層の公開を図り、もって独
立行政法人等の有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにする。

－

－

平成30年度値
を上回る

施行状況調査の実施等により行政機関等における制度運用状況を把握し、
その結果を踏まえ、情報公開・個人情報保護制度の運用に関する研修会を
通じて制度の適正かつ円滑な運用を徹底することにより、各行政機関等に
おける個人情報保護制度の円滑な運用が図られるものとして、指標及び目
標値を設定（平成30年度実績値を基準として目標値を設定）

【参考指標】個人情報の漏えい等事案の件数（施行状況調査の結果（毎年
度、前年度の状況を調査））
平成28年度：行政機関 644件、独立行政法人等 687件
平成29年度：行政機関 554件、独立行政法人等 789件
平成30年度：行政機関 640件、独立行政法人等 880件

職員研修により、個
人情報保護制度の
趣旨及び内容等の
徹底を図ること

7

7
独立行政法人等において個人情報の利用が拡大していることに鑑み、独立行政法人等における個人情
報の取扱いに関する基本的事項を定めることにより、独立行政法人等の事務及び事業の適正かつ円滑
な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護する。

0001

国の行政機関等の職員に対す
る個人情報保護制度の運用に
関する研修における理解度等
の割合
　＜アウトプット指標＞

参加機関等数：708
参加者数：1,254人

理解度：58.8％

平成
30年度

平成30年度値を上回
る

参加機関等数：730
参加者数：1294人
理解度：67.5％（注）

（注）730人／1,081人。分
母はｱﾝｹｰﾄ回答者数

参加機関等数：237
参加者数：315人
理解度：83.2％（注）

（注）178人／214人。分
母はｱﾝｹｰﾄ回答者数

※５

－

－

－

－

達成手段
（開始年度）

予算額（執行額）
（※3）

関連する
指標
(※4)

達成手段の概要等
令和３年度行政事業
レビュー事業番号

令和元年度 令和２年度 令和３年度


